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１はじめに
国士舘へ参りましてからもう７カ月たって，いろいろな箇所でお話をしま
したが，この法学部の比較法制研究所で話をするのは，私にとっては大変あ
りがたい。肩の荷が軽くなるようなものです。と申しますのは，法律用語が
バーンと出てきても皆さん御理解いただけるというようなことで，ほかの会
議ですと，法律用語を本当は使いたい場合でもそれを翻訳して使わなければ
２ならないというようなことですので，ここはふるさとへ帰ったような気持ち
でございます。法学教育について曰ごろ考えているところを話していいんだ
ということですので，私も少しざっくばらんにお話をしたい，こう考えてお
ります。その中では，国士舘における法学教育に直ちに応用できる問題では
なくて，日本全体の大学における法学教育の問題の方に重点が置かれてしま
うかもしれませんが，それがひいては国士舘の法学教育，今後どうあるべき
かということにも多少は参考になるかなと，こう考えております。
実を言いますと，私自身の持っている法学教育論，特に曰本における法学
教育論は，かなり過激なものではないかと思います。私自身の人間というの
は割と穏和で，比較的バランスをとってものを考える方だと思いますが，法
学教育論については，曰ごろ考えている，あるいは何十年も考え続けた結論
がかなり過激なものになってしまっているということを申し上げておきたい
と思います。その中身ですが，結論から先に言ってしまいますと，現在の日
本の大学の法学教育が用意しているカリキュラムを中心とする法学教育シス
テムと学生の欲求，期待との間にはかなり開きがある。つまり，現在の法学
教育システムと学生の欲求との間にはミスマッチがあるという気がしてなり
ません。これは，早稲田大学の中で長い間その感じを持ってきたところであ
って，これは恐らく国士舘大学にも当然当てはまるだろうと思います。つま
り，ある見方からすると，日本の大学の法学部における法学教育も，他の学
部における法学教育も，大学院における法学教育も，どちらも中途半端だと
いう印象を，私はずっと抱き続けておりました。そこでまず，なぜそういう
ふうに見るか，そして，なぜそうなったと考えるのかというお話を先にして
みたいと思います。
２長所短所を内包する学制の問題点
法学教育のあり方の前段階として，現在の曰本の大学制度というのは，昭
和22年の学校教育法に基づいて成立し昭和24年から発足した新制大学でござ
いまして，実は私は新制大学の第１期生です。昭和24年はちょうど旧制と新
大学の現状，理念と法学教育のあり方（西原）３
制の端境期で，私は旧制の高等学校を卒業したものですから，旧制の高校を
卒業しますと，一般教育が終わっているということで，大学の３年に編入に
なったんですね。編入になるといっても，新制大学はその年に発足しました
から１年生，２年生は別に入学している。下から上がってきた３年生はおり
ませんで，我々が最初の第１期生だったのです。したがって学部は３年度と
４年度の２カ年しかやっていませんが，履歴に誤りはなく，偽りもありませ
ん。疑いもなく新制大学の第１期生であった。それから，卒業した昭和26年
から新制の大学院が発足しまして，私はまさにその第１期生として法学研究
科に入学し，課程も博士課程まで終わったと，こういうことでございます。
まず，日本の新制大学そのものが実は中途半端であるという問題を，まず
申し上げてみたいと思います。どうして中途半端になったか，あるいは私が
中途半端と見ているのかということを，ちょっと申し上げたいと思います。
ご承知のように，日本の現行の教育体制はアメリカの占領政策の大変強い影
響を受けて，昭和24年に発足しました。その根幹というのは，いわゆる６．
３．３．４，大学院の立場からいうと，その上に２．３ですね。我々は６．
３．３．４．２．３と呼んでおりますが，いわゆる６．３制がその中核をな
していることはご承知のとおりでございまして，既に半世紀の経験を経まし
た。その経験の結果として，６．３制を中心とする戦後の教育制度，教育体
制の長所と短所はほとんどすべて明らかになってきたと言えるのではないか
と思います。この新制の教育制度には，まさに長所と短所が両方，言ってみ
ると功罪があると考えており，それを大学の立場から見てみると次のように
なるのではないかと考えております。
６．３制の長所というか功績の第１は，大学生の数を圧倒的に増やすこと
のできる要因を持っていた，こう思います。現にそのようになったのであり
まして，新制大学の最初の卒業生が出た昭和28年と，ちょっと前になります
が平成６年と比べてみますと，学生数では７倍になっているんですね。これ
は大変なことです。それから大学に入る主な年齢が18歳ですので，全１８歳の
うち何％が大学に入ったかといいますと，これは短期大学も含めてでありま
４すが，昭和29年には10％だったんですね。現在はどうかというと，これは御
承知のように41％に達しているのです。このように，少なくとも数が非常に
増えたんです。この数の増加というのは，必ずしも６．３制そのものの成果
というわけではない。別な本質的な理由がありまして，それは，日本が昭和
30年あたりから高度経済成長期に入って，膨大な数のいわば中間管理職を必
要とするようになってきたというのが根本にあることは言うまでもありませ
ん。けれども，もしそのような社会的欲求があったとしても，教育制度その
ものが極めて限られたエリートのみを受け入れるものであったとしたならば，
とてもこれほど数は多くならなかったであろう，こう思われるのですね。例
えばドイツの大学の場合，パーセンテージを調べたんですけれども，引越の
ため材料が行方不明で正確な数字をご報告できませんが，一般的に言うとド
イツの大学の体系というのは，ほとんど戦前そのままであって，しかも州立
大学，いわば公立大学でありますので，財政難の今，大学の数を増やすこと
はできない。こういうようなことから大学生の数は非常に少ない。ドイツの
大学は依然として大学がエリート教育機関に留まっているけれども，曰本の
場合にはそうではなくて，広がり得る要因を持っていた。だからこそ社会的
な必要に応じて，出発当時に比べると７倍の学生数を擁することができるよ
うになったと言えるだろうと思います。
３法学教育から見た中等教育と高等教育の役割
戦前がエリート教育であったかというと，実態は必ずしもそうは言えなか
ったかもしれません。しかし，やはり18歳人口のうちの６～７％ということ
になると，結果としてはエリート教育だったなあという気はいたします。そ
れに比べると，言葉は必ずしも適切ではないかもしれませんが，戦後の新制
大学は中間管理職以上を養成する大衆教育化したと言えるだろうと思います。
そういう要因を持っていた。その結果として，例えば戦前ならば中学卒業と
か高校卒業のまま社会に出ていくはずの多くの人が，多少なりとも高等教育
の機会を得て，そして指導者的な能力をつけて，戦後の日本の経済発展に大
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いに貢献したということは言えるだろう。これはやはり，新制大学が大衆教
育機関になったけれども，非常に多くの人に高等教育を授けることができた，
この功績だということは言えるだろうと思います。それは否定できない。
ところが，新制大学の持つそのような‘性格そのものが，戦後の曰本の大学
の水準を低下させる要因になったということもまた否定できないと思います。
その主な要因は大学そのものよりも，むしろその前の段階である中等教育に
も問題があったように思います。それは２つの点について言えるのですね。
その１つは，本来中等教育で終わるべき教養教育が終わらないで，大学の中
に教養教育が入り込まざるを得なかった。したがって，大学が専門教育に純
化できなくなったという面があると思います。これは，先生方も曰ごろの授
業の中で痛感していらっしゃると思うんですが，とりわけ法律学を学ぼうと
する者は，例えば現在の法律学上の原理の一番大事なのが「基本的人権」と
か，「民主主義」とか，「自由」とか，そういうものなのですから，その歴史
的意義をきちんと勉強しておいてもらわないと困る。「権利」「自由」といっ
たような市民法原理がヨーロッパの歴史の中で，いつごろ，どういうふうに
して登場してきたかというようなことを勉強してもらわないと，いきなり権
利だ，自由だというようなことを言ってもわからんと，こういうことになる
わけです。私もしばしば驚いたことなんですけれども，例えば「フランス革
命」は知っていても「啓蒙主義」という言葉を知らない学生がうんといるの
ですね。のみならず驚いたのは，こういう学生がいたんですよ。小学校でも
世界史を習った，中学でも習った，高校でも習ったけれども，どれも全部ル
ネッサンスで終わったと。だからだいたいの学生が古代のフェニキアとか東
ゴートとか，現代とはほとんど関係のないところがやたらに詳しく，中世が
またとても詳しいのに，宗教改革とかルネッサンスぐらいで終わってしまう
から，啓蒙思想なんてまるで知らないということになる。なぜ啓蒙思想が１８
世紀の半ばごろ出てきたのかというと，経済と政治の相互作用の成行なので
すね。中世，絶対主義，啓蒙思想，フランス革命，それで近代という流れぐ
らいは知っておいてもらわないと憲法さえ表面しかわからない。にもｶﾕかわ
６らずそこを勉強していない，というような状態なのですね。したがって，
うしても講義の中でそういうようなことを入れていかなければならない，
ういうことになってくるんですね。
ど
こ
４教養教育の位置づけ
そこで，戦後の大学の法学部における教育というのは，専門教育なのか，
それとも教養教育プラス専門教育なのかというと，確かに前半で教養教育を
補充してやり，主として後半に専門教育をやる複合形態だというふうに言え
るかもしれません。ところが，専門科目すらそういう教養的なものをやって
いかなくてはいけないということになりますと，戦後の学部教育は，教養と
専門の複合形態なんていうものではなくて，やや極端な言い方ですが，多少
の専門性を伴った教養教育でいいんだと。あるいは，本来そういうものなん
だというふうに考えないとおかしくなってくると，私はこう思うんですね。
つまり，大学は学問の府であるというイメージがあるけれども，曰本の戦後
の大学は学問の府というようなところまでとても徹底し切れない性格を本来
待っていたんだという気がするのです。つまり，大学教育のあり方が中等教
育に影響される第１はそこなんですね。つまり，本来中等教育で終わってい
てもらいたい教養教育が終わっていないので，大学教育の中にそれが入って
こざるを得なくなったというのが第１ですね。
それから第２に，本来大学が学問の府である，つまり専門教育に徹底しう
るためには，ある意味での人格形成がほとんど終わっていることが必要なの
です。今度の大学審議会が示す大学像というのは，まるで小学校の教育を言
っているかのように，もうガリガリとやれと。教員の方も自己評価を徹底的
にやり，講義に当たっては膨大なシラバスを与え，朝から晩までとにかく学
生をしぼり上げろ，それが大学のあるべき姿だというような，少なくともそ
ういう印象を受ける答申になっているのですが，果たしてそうなり得るかと
いうと，私はとてもそれに徹底できないという気がしてなりません。という
のは，曰本の初等・中等教育そのもののレベルは高いと言われている。例え
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ば，数学のオリンピックなんかやってみると，日本の中学生あたりが相当な
上位に食い込むぐらいの成果は上げている面があるけれども，それにまさに
比例するというのか反比例するというのかわかりませんが，いわゆる人間教
育的な，人格教育的なものが非常に劣っていると考えざるを得ないんですね。
大学を卒業すると，まさに幹部候補生として社会の中に出ていくわけですか
ら，本来はそういった人間教育的なものは初等・中等教育で終わって，大学
というまさに学問の府の中で専門教育を受け社会に出ていくというのが望ま
しい形でありますが，とてもそんなものではないと言わざるを得ない。しか
もその傾向はどんどん進んできていると先生もお考えじゃないでしょうか。
５学級崩壊現象にみる人間教育の必要性
例えば１０年ぐらい前，そのころ既に短大ではおしゃべりが恒常的になって
きたのですが，早稲田でもおしゃべりが出てきた。聞くところによると，早
稲田はおしゃべりはそう多い方じゃない。そう言われていますけれども，そ
のころから突如としておしゃべりが出てきたんです。ということは，その年
代が小学生，中学生だったころからそうなってきたんでしょうね。あるいは
その前の保育園，幼稚園の教育の影響があったのかもしれない。何しろその
ころから突然そうなってきた。そのころは学級崩壊なんてなかったのです。
なくてもそうなったんですね。今，学級崩壊というのは大変な問題になって
います。特に大都市及びその周辺の学級崩壊は本当に大変。これは，以前だ
と先生が，にらっ」と言うと，少なくとも気に食わぬ顔をしたり，反発し
たり，あるいは従ったりした。少なくとも反応があったそうですよ。ところ
が今は反応がないんです。言ってもまるで耳の中に入らないかのどと〈，授
業をやっている最中に突然立ち上がってそこらをうろうろ歩いたり，パーツ
とドアを開けて出て行っちゃったり，１人が出て行くとみんなが出て行っち
ゃうというようなことさえある。先生が何を言っても聞こえないのと同じだ
と。これが学級崩壊ですね。小学生がそうですから。これがあの難しい年齢
の中学生になり，そういう習性の中で育った者が大学にいずれ来るのですよ。
８あと５～６年経つと来だすのですね。これがそのまま社会へ出て，幹部候補
生になり得るか。とてもいかんのですよ。
６必要性高まる課外活動の意義
じゃあどうするのかというと，その対策を大学そのものがやることはない
のです。国士舘は伝統的に人間教育そのものが教育の中に入っている，そう
いう伝統を持っている大学ではあるけれども，それは以前のように数千人の
学生で，全寮で，教育は24時間だということができるような体制ではそれが
できたかもしれないけれども，今や１万2,000人の学生に対して，人間教育
というのを大学の側から徹底的にやることはとてもできない体制になってき
た。じゃあ大学がやらなくてどうするんだというと，やはり学生の自主的な
課外活動の中で学生が切瑳琢磨して，そこで人間関係のあり方というのを覚
え，また人間の生き方という，先輩から後輩へと伝えられたものを身につけ
て，集団の中で苦労するという体験をしなければ，とても社会の中へ出て，
幹部候補生にはなれないという状況だと思うのです。サークル活動が盛んだ
というのを“レジャーランド”といって，これをけしからいと言う人があり
ますが，その人は認識不足だと思わざるを得ないですね。確かに，大学では
もっと勉強してもらいたいと思うし，あるいは大学に入っても授業をほった
らかしてサークル活動ばかりやっているというのもいることはいるのです。
しかし，そういうのはどの社会でもいるのであって，そういうのもまたそれ
なりにいろいろなものを身につけていくわけです。そういうことで，サーク
ル活動の中で人間を養っていくということ，これは大学が意図し，大学がみ
ずからやっていることではないけれども，大学生活を送る間にそういうチャ
ンスがあるということは，今の初等中等教育を前提にする限りぜひ必要なん
だと思うんですね。もし大学でこれを奪ったら，偏った人間しか社会に送り
出せないということになるんじゃないかとさえ思うのです。これは別に，教
師は怠慢でいいんだということを言っているのではなくて，全体の流れの中
でそう言わざるを得ないということですね。ですから，そういうものの存在
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意義を認めざるを得ないとすると，それはやはり正規の大学教育の方にも反
映してきます。つまり，サークル活動が一切できないような教育体制をつく
って，それを実現したらいい結果にはならないということからすると，そう
いう中等教育のあり方，世の中のあり方が大学の水準を低下させていると言
わざるを得ないだろう。
それにもかかわらず，大学は学問の府だという期待があるのです。みんな
そう思っているんですね。外からはそういうふうに期待されているけれども，
実態としてはどうしても先ほど言ったような理由もあわせて，多少の専門性
を伴った教養教育，人間教育の場であらざるを得ないというところに今曰の
問題があるんだと，こう思います。これはまさに初等・中等教育のあり方，
さらにそれを中心とする受験体制に色づけられた現代の若者社会のあり方に
影響されている。もっとも向こうの側から見ると，それは大学がいかんのだ，
大学の入学試験のあり方が悪いからこうなってしまったんだと言われて，そ
ういう側面はなかなか反論できないところがあるけれども，それじゃ人が思
うように入試改革ができるかというと，そう簡単にできるものではないとい
う気がしてなりません。いずれにしても，大学教育がその前の初等・中等教
育の影響を受けてしまったということです。
７人格形成期における受験の弊害
さらにちょっとだけ付言しますと，６．３．３．４の，３．３にさらに大
きな問題があるということは，皆さんも既にお気づきのことと思うのですが，
人間の精神的な成長過程の中で，12歳から18歳というのは非常に大事な時期
だと思うんですね。特に去年から今年にかけて起こった，例えば中学生のナ
イフ事件などは，大部分が13歳です。１３歳というのは，ちょうど中学へ入り，
まだ高校受験が迫っていない中間ということもあるけれども，思春期の発展
過程の中の13歳というのは，大人と子供の境目の一番揺れ動く，大変大事な
時期です。その13歳だけじゃなくて，１４，１５，１６とその辺は大変大事な時期
で，しかも人格の重要な形成期であるにもかかわらず，１２歳から16歳の真っ
10
ただ中の15歳というところで，受験という非常に激烈な経験をしなければな
らないのが今の曰本の学制制度である。つまり，もう少しのんびりした，も
う少し豊かな人間形成をやっていかなければならないまさにそういう時期に，
逆に豊かな人間形成を損なう激烈な体験が介入しているということをもっと
曰本は考えなければいけないと私はしょっちゅう言っているんですね。例え
ば，スポーツとか，文化活動とか，友人との交遊とか，読書とか，そういう
授業以外の大事なことを，高校受験のためにやめざるを得ないというような
こと。やめないにしても，やめない人には大変な葛藤があるだろうと思うん
ですね。本当はずっとスポーツをやりたい。だけどやめざるを得ない。逆に，
おれはいい高校に行かなくてもいいからスポーツを断固続けたいという生徒
についても，やはりそれなりの葛藤があるだろうという問題ですね。そうい
うことで，本来ならもっとゆったりとスポーツとか読書とか，いろいろな体
験によって豊かに成長できたはずなのに，大事なまさにそのときに受験とい
うのが間に入ることによってそれが阻害される。こういう面があるだろう。
しかも，本当は友達は大変大事なものである。我々の年齢の者からすると，
友達のために命を投げ出してもいいというような，燃え上がるような友情を
養うべき時期であるにもかかわらず，受験ということになると，隣に座って
いる仲間が敵になるわけです。これはやはり大変なことなんですよ。そうい
うものを認めたままの中等教育が，それ自体において問題があるというふう
に言わざるを得ないし，だからこそ今回の中教審の場合には，６年制教育と
いうことを大変強調した。私はずっと前から６年一貫教育を公立ももっとも
っと取り入れていくべきだということを随分主張してきたつもりです。
８短すぎる６年の中等教育
ところが，実は６年制になったらそれでいいかというと，私はそうは思わ
ないんですね。これはちょっと法学教育から外れて恐縮ですが，３．３だと
みんなが同じことを勉強せざるを得ない，もっとも最近は教課審などの影響
もあって，だんだんと多様な授業ができるようになったけれども，本当はも
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つと多様化していいんだと私は思うんですね。昔は，高等学校は文科と理科
に真っ二つに分かれていたんですよ。私は，そういうふうにはっきり分ける
のは適当でないと思うんですが，人間は理科的なものの考え方をする人と，
文科的なものの考え方をする人とに分かれているんですよ。能力も関心も小
さい時から違うんですね。そこへ同じようなことを教えるのが果たしていい
のかという疑問が出てくるのです。ただ，３＋３＝６だと分けるいとまがな
いのですよ。昔は中学が５年，その上に高校が３年で８年ですから。中学の
教育を５年やればその上にある３年は文科，理科ぐらいには分けられたと思
うんです。私は昔のように理科，文科というふうに峻別するのはよくないと
思うものの，高校になったら本来もう少し分かれていくべきだと考えるので
す。それなのに，どうしても嫌な嫌な数学を，いずれひょっとすると物理の
大学者になるかもしれない学友と一緒にそれをやらなければならないという
ことが，いろいろな問題を引き起こしているんじゃないだろうか。だから
６．３．３の３．３が，３＋３＝６であると，そういう問題の解決はできな
いという疑問もあるし，先ほど述べたように，大学の側から見ると本来終わ
っていてもらいたい一般教養が終わっていないと。法学部からすれば，法学
部で法律を学ぶのに必要な，例えば西洋近代史をもっときちんと学んでいて
もらいたいのに，それが終わっていない。これはやはり３＋３＝６だからだ
と言えるだろう。そういう意味で４の前の３．３という中等教育には非常に
大きな問題があって，これを改革しない限り，いくら大学審ががんばっても，
大学教育はそう変わらない。世界一流の大学にはなり得ないと私は考えてい
るんですね。しかし，それをいくら言っても，文部省はどういうわけか６．
３．３を動かす意思はないのです。いくら変えろと言っても変えないのです
から，そういうことを前提に考えざるを得ないのですね。ただ文部省の側で
も，中教審や大学審の答申の影響を受けて，多少緩和を認める傾向は確かに
ありますけれども，我々としては６．３．３．４．２．３というのを前提に
して考えていかざるを得ない。そこで我々が大学における法学教育を考える
場合にも，これを前提にして考えなければいけない。つまり，立法論をいう
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か，解釈論をいうか，どちらかに分ける必要があるわけで，立法論が通用し
ない，文部省に通じないということだとすると，あとは与えられた制度の中
でどうするかということに帰着する，こう思うんですね。
９現行制度を前提にした法学教育の問題
そう考えてみますと，これはもう本当に釈迦に説法で，皆さん方も日ごろ
考えておられるところだと思うんですけれども，先ほども言ったように，元
来大学は学問の府であるべきところなんだけれども，現在の６．３．３．４
の中での大学学部教育は，「多少の専門性を伴った教養教育」ということに
ならざるを得ない。それを前提にしつつ，法学教育のことを考えてみますと，
そこに１つの問題がある。これは例えば文学，あるいは政治学という分野を
考えてみますと，確かに文学も政治学も１つの学問分野であり，学問体系が
あるんですけれども，こう言ったらそれらの専門の先生に怒られるかもしれ
ませんが，教養的要素が強いと思います。ところが，法律学はそういかない
のですよ。つまり，法律学の主たる対象である法体系というものが，憲法を
頂点として，例えばまず公法，民事法，刑事法というふうに分かれていて，
その民事法の中に民法，財産法，家族法，商法，訴訟法というふうに分かれ
ているんですね。こういう体系をなしている。そういった法律の下にいろい
ろな特別法がブァーッとあるんですね。１つのピラミッドのような体系をな
している。大学の学部では体系全部を教える時間的余裕がないにもかかわら
ず，相手がそういうシステムになっているということに問題があるのです。
つまり，文学にしても政治学にしても，どちらかというと限界があまりはっ
きりしないんですよ。だから，その中の一部をとり上げてやればいいという
側面がある。ところが，法律学はそういかない。まともにやろうとすると法
体系全部を教えたくなってしまうものなんです。それが本来の理想なんです。
そういう側面を持っているんです。しかも，法律学には感情を排除して，論
理的なものの考え方でもって徹底するというところがあるんですね。確かに
法学の教養的な側面というのは，我々からすれば非常に人間的なものだと思
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うけれども，学生の方から見るととても教養的なものはなくて，まさに純粋
専門的な，科学技術と同じような性格を持っているように見えるだろうと思
うんですね。ですから，ひょっとすると法学教育というのは，アメリ力のよ
うにリベラルアーツを終わった大学院教育にふさわしかったのかもしれない
と思うし，あるいは戦前の旧制の教育体系のように，例えば６年の初等教育
の上に８年中等教育を受ける。その８年の後半は文科と理科に分かれますか
ら，例えば私ども旧制高校で学んだカリキュラムというのは，もう今の高校
のカリキュラムとはまるっきり違うんですね。そこには，例えば哲学とか社
会学とか文学史とか，そういう科目があったのですね。しかも相当に高度な
ものだったのです。その上に３年の，一般教育が全くない専門としての法律
学を学ぶということであれば，ひょっとすればそれはできたかもしれないと
思うんですね。ところがそうでない。一方において教養教育のかなりの部分
を入れていかなければならない上に，授業の傍らで人間の形成をみずからや
る学生の活動を別個に認めざるを得ない。そういう大学の中で，ピラミッド
のような体系をなし，論理的なものだけで説明をする法律学を完全な姿で教
えるというのはとても実情に合わない。そこに大学における法学の立法論的
な問題があるのだと，私はこう思うのです。
現に法学部の設置基準は，これは実は私ども，設置審議会の委員や役員を
やった者にも多少責任があるんですけれども，そして当時はそういうことに
流されてしまったような気がするんですが，ほとんどすべての法学部につい
て同じような科目を設けなければいけない。その科目は確かに理想的ではな
いけれども，かなり完結したものをビシーッと教えなければいけないという
ふうになっている。それが，先ほど申したような，現実に大学が営むべきも
のとの間に一致がないんじゃないか。つまり，大学設置基準にあらわれてい
るところの法学設置基準というのは，学問の府としての法学部ならばできる
けれども，多少の専門性を伴った教養教育としては細か過ぎると，こういう
ことになるんじゃないか。冒頭に申したように，法学部が提供しているカリ
キュラム，法学教育のシステムと学生の欲求との間にはミスマッチがあると
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いうのは，まさにそこに由来するのではないかという気がします。その例と
して，卒業生は大学で教わった中身を大体もう覚えてないんですよ。試験は
うまく通るんです。私などはヤマをかけて当たる方のせいかもしれませんが，
答案を見るとすごいんですよ。非常にレベルが高い。ところが，３年後ぐら
いに会ってみるともう中身はほとんど覚えていない。ただ先生が言った笑い
話とか脱線とか，そういうのはよく覚えている。そういうものなんですね。
恐らく国士舘もそうだと思うんです。もっとも，ほぼ忘れてしまっても，法
的なものの考え方とか何かは残っているのだろうと思うんですよ。しかしそ
う思うものの，これが純粋の専門科目の教育だとすると，もっともっと残っ
ていてしかるべきものが残っていないということは，やはりそこにミスマッ
チがあって，学生はうまく単位だけ取って出ていくということを意味するの
ではないだろうか。こういう気がしてならないんですね。
10現状における新しい法学教育のあり方を模索して
そういう現状の中で，一体大学における法学教育をどう考えたらいいかと
いうことなんですが，これは私は渡辺学部長に折に触れて言うんですけれど
も，２０年ぐらい前までは学部の中だけで法学教育をどうするか，あるいは大
学院の法学研究科における授業をどうするかと，それぞれ別に考えてもよか
ったんだけれども，今の段階になってみるとそれをやってもうまくいかない，
考えてもすぐ頭打ちになってしまう。それを突破する方法としては，国士舘
における法学教育というのを考える。そうすると，それは学部教育としての
法学教育と大学院における法学教育とに分かれてくるけれども，それをセッ
トにして考える。つまり，みんなが大学院へ行くわけではないけれども，学
部教育は大体こういうものを予定して，こういう人材を生むんだと。そして，
大学院教育はそれを卒業してさらにこういうものを生み出していくんだとい
うようなことを前提にして議論をしないと，すぐ頭打ちになってしまって改
革がなかなか出てこない，結論が出てこないと思うということを申し上げて
いるのです。そういう観点，つまり両者を連携させながら全体として国士舘
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における法学教育を考えるべきだというふうに考えていくことを前提にして，
一体学部で何を教えるか，学部教育の点を考えてみます。確かに設置基準に
よる拘束がありますから，それは重んじなければいけないけれども，設置さ
れている科目の中でどれを必修にし，どれを選択にするかということについ
ては，各大学の自由はかなりありますので，国士舘は国士舘なりの考え方で
選択できるんじゃないか。そういう方針のもとで何を考えるかですが，これ
は先生方は既に教員になられたときから考えておられることで，まさに釈迦
に説法になって申しわけないと思うんですが，やはり一度，なぜ法律学を学
ばせるのかというところに帰着せざるを得ないだろう。－体どういう人材を
法学部で養成しようとしているのかということを考えていかざるを得ないと
思うんですね。
私は，法学部というのは「最広義における法律家」を養成する機関である
と，こう考えています。それを別な俗っぽい言葉で言うと「社会の知恵者」
です。知恵者という言葉には悪い意味もあるんですね。人をだましたり，そ
ういう意味じゃなくて，いい意味における社会の知恵者を養成する。そうい
う場であると考えているのです。そもそも法律は何のためにあるかというと，
争いごとをうまくおさめる基準ですよね。争いごととは何かというと，Ａと
いう人の利益，利害とＢという人の利害，あるいは欲望がぶつかり合ったと
きに，Ａの利益とＢの利益のどっちをとるべきであるのか。もしＡの利益を
とるべきであるというときに，ＡはＢに対し，ＢはＡに対して何をやらなく
てはいけないかということを決める基準が法律です。だけど基準があるだけ
では物事は動かない。その基準を適用し，運用する人間がいる。それが法律
家であるということですね。ですから，Ａの利益とＢの利益がぶつかり合っ
たときにそれをうまくおさめるのが法律家です。うまくおさめるというのは
どういうことかというと，両当事者はもちろん，周りにいる人に結論を納得
させ得る理論を立てるということなのですね。そのかなりの部分は法律その
ものが役割を演ずろけれども，それだけでは足りない。法律学によって納得
させる理論体系がつくられているということになるだろう。当事者を含めて
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一般国民が納得できる結論を導き出す。そのための基準が法律と法律学であ
り，その基準に照らして結論を導き出す，その解釈適用を体系的に明らかに
するのが法律家だ。その典型が裁判官だということになるでしょうね。争い
ごとは裁判所に訴えが提起されて，刑事の場合には検事と弁護人，民事の場
合には弁護人と弁護人というようなことで裁判所の前で争って，裁判所がま
さに神様に成りかわって正しい結論を法律に従って出すと，こういうことで
すね。ですから，最も狭い意味における法律家は裁判官だと私は思います。
それをもうちょっと広くするといわゆる法曹，つまり裁判官，検事，弁護士
あたりまで広げたのが狭義の法律家だと思うのですね。国士舘もおいおいと
司法試験の合格者を出してもらいたいなと思います。筋のいいのを連れてき
て，合格への努力をお願いしたいと思う。これは周りに大変いい影響を与え
ますから。私も司法試験委員の経験がありますので，もしそういうのが出て
きたら，合格の秘訣を申し上げる余地はあると思います。そういうことで最
も狭い意味における法律家である裁判官，さらには狭義における法律家であ
る法曹の養成というのは，１つの法学教育の柱というか，見本というか，モ
デルですね。理想像であるというふうに思うんです。
しかし，狭義の法曹を養成するのが法学部かというと，そうでなくていい。
だから，例えば司法試験を受けて合格者が出ない法学部も，それだけで存在
意義が失われるわけでないと思うのはそのことなんですね。つまり，裁判所
に持ち出される争いは，世の中に起こる争いのごくごく一部なんですね。じ
ゃあ残りはどうなっているかというと，社会生活の中で大部分が適当に処理
されている。適当に処理されている中には，強いやつが弱いやつの利益を踏
みにじって解決しているという部分がかなりあるのですよ。しかし，それは
妥当じゃない。激しい争いが裁判所に持ち出されて裁判所で解決されるよう
に，あらゆる争いごとができる限り正しく解決されるのが望ましいのです。
そのためには，社会のあらゆるところに社会の知恵者がいることが必要なの
です。昔はそれをやるのが人生経験を積んだ長屋のご隠居さんでした。法律
制度が行き渡った今では，やはりある種の法律的な知識とある程度の法律的
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なものの考え方，法律的なセンスというものを持った人がたくさんいなけれ
ばいけないのです。その人が自分の身の周りにおける争いごとを，最も適切
な仕方で解決することがぜひ必要だからです。これがまず言えることなんで
すね。狭義の法律家でなく，広義の法律家である社会の知恵者をたくさん社
会の中に送り出すことが必要だというのは，恐らく皆さんだれでもが考えて
おられることだろうと思います。
１１リーガルマインドを持ったリーダー養成
これも皆さん既に実感を持っておられることで，言うまでもないことかも
しれませんけれども，実は争いごとというのは，ＡとＢという２人以上の人
の利益がぶつかる場合だけではないのです。自分自身の中にも利害の対立が
ありうるのです｡自分の生き方の中で，道が２つに分かれ，どっちへ行くべ
きかを決断しなければならないことがいくらでも出てきます。個人の中でも
あるし，組織の中でも当然あるわけです。そうすると，組織のリーダーとし
ては民主的な手続きをとりますから，いろいろな御意見を承りますが，最後
はリーダーが最終的な決断をしていかなければならないのです。ある組織の
前に，こっちへ行くべきか，あっちへ行くべきか，２つの道が出てきた。リ
ーダーはどっちをとるべきかを決断しなければいけない。どっちをとるかに
よってその組織の将来に影響があるということもあり得るでしょうね。ＡＢ
という二人の人の争いを最も正しく解決できるのが法律家だとするならば，
自分自身の中の２つの道，あるいは自分が所属する組織に与えられた２つの
道のどっちをとるかを正しく決断するのも全く同じだと言えるんじゃないで
しょうか。ですから，社会の知恵者というのは同時に人生の知恵者でもあり
うる。つまり，最も広い意味における法律家は，自分のあるいは自分の所属
する組織の生き方をもっとも正しく決断できる人だということになってくる
と思うんですね。それは，その人個人にとっても大変大事な財産ということ
になるし，またそういう人がリーダーをしている組織にとっても大変大事な
ことだと，こういうことになってくると思うんですね。そういう意味での社
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会の知恵者，人生の知恵者，これが広い意味の法律家なんだ。そういう人材
を養成するのが法学部だと考えるべきなのです。誇りと使命感を持っていい
んだと，あるいは持つべきだと思うんですね。
１２法的思考の特色
皆さん，法学部の中だけで同僚と一緒に生活をしていると，自分たちが共
通の理解をしていて，そんなことは議論に値しないと暗黙の了解になってい
ることが世の中にいっぱいあるということは，法学部の中にいるとわからな
いんですよ。ところが，他学部の先生と例えば組合活動とか学部の役職をや
っておつき合いをする機会があると，そのことを痛感するんです。私にはこ
ういうことがあったんですよ。早稲田の総長をやってるときにある新しいこ
とをやろうと学部長会に諮った。その新しいことは規約の言葉どおりじゃな
かったんです。規約の言葉どおりじゃないけれども，我々法律家にとっては
規約改正は要らない。規約の解釈の範囲内であると思われたので規約改正な
しに学部長会に出したんです。そこで，法律には解釈が要るんだということ
を総長の側から説明した。おもしろかったのは，文学部の学部長が，その解
釈は妥当であるという。その方は国語の専門家なんですよ。今のような解釈
は，国語の観点から見ても解釈として妥当であるから規約の改正は要らない，
了承しますと言うんですね。経済学の先生は，けしからいと言うんです。そ
んなことがどこに書いてあるか，と言うんですね。規約のどこに書いてある
か，と言うから，いや規約はこれだと。そんなこと書いてないじゃないか。
いや，法律には解釈というものがあって，一定の限度で解釈が許されるんだ。
本件は我々法律家の多年にわたる経験からして，その解釈の範囲内だと思う，
と言ったら，そういう勝手な解釈をしていいということが規約のどこに書い
てあるかと，こう言うんですね。もうびっくりしました。やはりそれぞれの
学部長は，数十年専門の研究をずっと続けてこられた方ですから，それぞれ
の学問の方法が明確にものの考え方の中に入っているんですね。この件に関
しては，法学部長は全然異論なんかないんですよ。もう当然だと言うんです。
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国語の先生は，国語の解釈の範囲内だからよろしいと，こう言うんですよ。
経済学の先生は，そんなことがどこに書いてある，どこにも書いてないから
だめだと，こう言うんですね。それぞれの専門が非常によく出ている。
ついでに言いますと，私が総長になる前に常任理事をやっていたときに，
新しい学部をつくるキャンパスをどこにするかというので，実は大騒ぎにな
ったことがあったんです。そのときに，そういう争いにもかかわらず土地を
まとめなきゃいけない。その担当を私がやったんです。けれども，私は教務
担当もやり，総務担当もやり，施設担当もやりと大変だというので，そのと
きの総長が理工学部の土木の先生に，私から施設担当を分けたんです。110
人の地権者がいまして，そのうち100人ぐらいは土地を譲ってもいいと言う
んですよ。ところが10人ぐらいはだめだと言うんです。中にはお金をなるべ
くつり上げるためにだめだ，だめだと言うのもいれば，とりまとめをしてい
る農協の組合長の家が先祖伝来の仇敵だからだめだとか，いろいろな理由で
だめだ，だめだと10人ぐらいが言う。それにもかかわらず，大学の方ではま
とめられたら取得をすることの決定をしなきゃいかんというようなことで大
変なんですね。それでも，私どもにはこの10人はまとめ切れるという予測が
あるんですよ。やはりこれも一種の法的思考の，この人はこう，この人はこ
う，この人はこういう手当てをすればまとまるという予測を立てていくので
すね。そういう作業をやってきたんですが，まだ完成していない段階で，土
木の先生に施設担当を私から分けて，彼が所管することになった。その土木
の先生はトンネルの専門家で，見るからにすごいんですよ。豪快な，いかに
もトンネルの専門家というような感じで，酒もウワーッと豪快に飲む，そう
いう方だったんですが，何とその人がノイローゼになっちゃったんですよ，
本当に。死にたいと言い出した。それで，しょうがないからまた施設担当が
私の方に戻って来た。よくよく考えてみると，トンネルを掘り出す場合は，
100％安全だということが証明できなければ掘り出すことができないわけで
す。ところが，１０人が取得できるかどうか全くわからない段階で，土地を取
得することを決めなきゃならぬというのは，トンネルの専門家には絶対にで
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さないんですね。我々にはできるんです。まとまるにおいがするから，それ
でやっちゃえと。とにかく取得すると決めなければ，１０人を攻略できないの
ですから。それが，トンネルの専門家にはできない。いや，私は今でも思い
出すけれども，本当に豪快な方が死にたいと言い出したとき，この人はやは
り学問方法論が人間の体の中に染みついているんだなあということが非常に
よくわかって尊敬しました。そういうものなんです。そういうふうにそれぞ
れの専門があって，法的なものの考え方というのは，法律家はもう言わず語
らずにわかるんですね。要するに，そういうものの考え方のできる，広い意
味の法律家を養成するのが法学部だ，こういうふうに考えるのです。
１３法的思考の体系
そこで，じゃあ学生をそういう社会の知恵者や人生の知恵者にするために
は，法学部で何を教えればいいかというと，これは法律学の初歩ですが，法
学教育の柱は２つあるんです。１つは法律知識なんですね。正当防衛とはこ
れこれをいうとか，緤除とはこういうことをいうとか，そういうような法的
知識と，もう１つは法的思考なんですね。法的知識をどの程度やるのかとい
うと，無限に近いのです。というのは法体系がものすごいですから。特別法
の隅々まで含めると大変な法体系が目の前にある。けれども，どのみちそれ
を全部やることはできないのですから，一部の重要なものだけでいいという
ことにならざるをえない。その程度についてはまたあとでちょっと申します
が，一方において法的知識がある。もう１つが法的思考なんですね。その法
的思考というのが実は非常に大事であって，先ほども言いましたが，法的知
識は忘れてしまっても法的思考は残るということがあり得るんですね。だか
ら，法的知識は忘れてしまうことを前提にして，法的思考だけは身につけさ
せていくということがどうしても必要になる。やはり社会の知恵者，人生の
知恵者は物事を考える筋道みたいなものを身につけていかなければならない，
こう思うんですね。
初歩的で申しわけありませんが，法的思考の柱がまた５つぐらいに分かれ
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て，－番重要なのは感情を排除した論理的，体系的な思考だろうと思います。
それには問題点の分析が必要で，この事例を解決するためにはこういう問題
点をこういう順序で考えていかなければいけないんだということです。しか
もこれは御承知のように，問題点はこの次元の問題と別の次元の問題という
ように整理されて網の目みたいになっています。その網の目のような思考の
体系にある事例をインプットすると，理想的にはある経路をたどって結論が
アウトプットされることになる。網の目的な経路という中には，問題点の分
析とその順序というものが入るだろう。縦糸と横糸というようなことが要る
だろう。
さらに，私がだんだん年をとればとるほど法学的思考の中でより重要だと
思うようになったのが，歴史的思考なんですね。歴史的なものの考え方なん
です。私は歴史家ではないにもかかわらず，物事を考える場合にどうしても
それの周辺の歴史を考えてしまうんです。それは，法的思考の中に歴史的思
考があるからだろうと，こう思うんですね。これは当然のこととして，法律
というのは制定されれば制定された曰に既に時代おくれになる。ですから１
年，２年，３年，４年経てば当然ずれが生じてくる。前提とした社会の実態
と現状との間には，ずれが生じてくる。その解釈の問題を解決するのが法律
学ですから。解釈ではもう賄えないとなったら，次は立法ということになる
わけです。そのためにはどうしても，ものを考える場合にはその法律，その
制度ができた趣旨，目的を明らかにするという目的論的解釈が出てくるんで
すね。そのように法律制度の趣旨目的を考えるというのは，まさに歴史的
な考察そのものなのです。あの時代の社会の状況を前提としてこういう法律
ができたんだから，違う社会の状況になった今では，その法律はこういうふ
うに解釈すべきであると，こういうことになってくるわけですから，目的論
的解釈，つまり法律制度の趣旨，目的を考えるというのは，必ずそこに歴史
的な考察が必要なんだ。これが実は，実生活の中で大変役立つと考えている
んですね。歴史的なものの見方は，元来時間的な縦系列のものの見方ですが，
それは必ず社会的なものの見方につながる。というのは，歴史的なものの見
2２
方をするから社会が変わったということがわかるのです。変わった社会の実
態を前提にする。当時の社会を前提にし，それを分析するとともに，今の社
会の実態を分析するというのは，横に広がる社会的な見方ということになっ
てくるでしょう。
そして最後は，比較的な考察だろうと思うんですね。外国ではこういうこ
とはどういうふうに取り扱われているだろうか。あるいは，民事の分野と刑
事の分野ではどうだろうというふうな比較的なものの見方が要るだろうと，
こう思うんですね。
そういう論理的，体系的な思考，問題点の分析，歴史的な，社会的な，比
較的なものの見方。やはり，これを身につけていただかないと知恵者にはな
らぬということになってくるんですね。もちろん法的知識，法的思考を身に
つけさせるための時間が実は限られています。また学生にも能力の限界があ
るのですね。ですから時間的な制約，能力的な制約という，与えられた条件
のもとでできるだけ多く身につけさせる，こういうことになってくる。
１４法的知識は概論的に，法的思考はある特定分野を
徹底して体得
そこで，さて国士舘の法学部ではどういう程度に，それをどういうふうに
身につけさせるかということが問題になってくるんですね。戦後の学部教育
は，残念ながら専門教育に純化できないで，多少の専門性を伴った教養教育
の限度に留まらざるを得ないんだというふうに申しました。ちょっと言い過
ぎている感じはするんですが，そういう側面があることを前提にすると，そ
れに合ったような規模，程度のことを法的知識，法的思考の側面で教えてい
くということで足りるのではないだろうか。それが多過ぎると，学生との間
にミスマッチが起こってしまうという気がしてしょうがないんですね。それ
を避ける場合の基本的方向というのは，私は今，国士舘法学部の実態はあま
りよく知らないのですが，法的知識というのは概論でいいという気がするん
です。他方，法的思考は何か－つの分野でいいんじゃないかという気がして
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しょうがない。もちろん，刑事法的な思考と民事法的な思考が違うというこ
とはよくわかるんです。わかるんですけれども，時間的制約も能力的制約も
ありますから，少なくとも何か１科目については１年生から４年生までゼミ
をやるぐらいにして，その分野の法的思考だけは身につけさせるという方向
でいいんじゃないか。ですから，ゼミを刑法もやり，民法もやり，商法もや
るという方法ではない方がいいんではないか。例えば，刑事法の好きな者は
刑事法が中心になっていいんだと。いい以上は，刑事法についてはもちろん
講義で刑法の総論，各論，刑事訴訟法，刑事政策をとってもらう上に，ゼミ
の中で徹底的に刑事法的なものの考え方，法的な思考の訓練をする。その場
合には，他の分野については概論で教えればいいという気がしてならない。
そこのところを平等にやると中途半端で，どっちつかずで，結局全部忘れて
いくということになるのではないかというのが私の考え方です。そういうの
が果たして参考になるかどうかよくわかりませんけれども，曰本の大学のあ
り方というものと関連させた－つの考え方であるということで，今後検討の
対象にしていただければと思います。学部はそれなんです。
１５企業の求める完成品に近い人材は大学院で育成
する流れへ
ところが，曰本の高度経済成長期にはこのようなことで済んだような気が
するんですね。考えてみればけしからぬ話ですが，企業としては半加工品を
よこしてくれればいいと言う。なまじっか変な知識はない方がいいという人
もいるんです。ひどいことを言いますね。半加工品でいいからいいのを養成
してくれ，そこまではもっていってくれと。あとはうちでやります，という
ようなことでかなり済んだ。事実，そういう半加工品の大学卒業生が日本の
企業活動を世界最高水準までもっていったことは確かです。それは大学の貢
献というのが半分と，その後における企業内教育の貢献，その２つです。そ
の２つが相まって，日本の経済を世界最高水準にしたということが言えると
思うのです。企業としてはいろいろな工夫を凝らし，社内で教育をしたり，
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あるいはエリートをアメリカの大学に留学させたり，大学院に留学させたり，
いろいろなことをやってきた。１０年ほど前まではそれで済んできた。ところ
が，今後そういう方針というのは経済が回復すれば企業はやるだろうけれど
も，もう企業活動の規模というか，範囲というか，これがもう世界じゅうに
広がることによってとても企業じゃやり切れない。大学から完成品をくれと
までは言わないけれども，もうちょっとやってもらいたいという要望が強く
なってきた。特に，エリートについてはもっと完成品に近いものを出してほ
しいという欲求が強くなったのは，私としては一つの歴史の成り行きとして
理解ができるのですね。
それでは，それが学部でできるかというと，立法つまり制度改革すればで
きたという気がする。ですから，私は臨教審が６．３．３制を改める絶好の
チャンスだったと思うんですけれども，それは動かなかった。チャンスを失
したと私は思っている。チャンスを失して６．３．３制が変わらず，したが
って学部の教育が多少の専門性を伴った教養教育の程度に終わるとするなら
ば，これは大学院教育ということでやっていかなければならない。これは世
の中の流れがそうである。その流れについては，私はそのとおりだと思うん
ですね。
１６大学院では高度職業人の養成で特色を
これから先がまたいろいろな考え方があるんですけれども，私は大学院の
強化ということを国士舘も考えていいのではないかと思っています。その強
化の方策ですけれども，日本では旧制の大学院というのは，先生の後継者養
成，大学教員の養成機関であったけれども，新制になってもそういった考え
方がず－つと残った。しかも，日本の大学院は修士課程が２年である。私は，
新制大学院の第１期生として学び，その後には大学院を担当するようになっ
てもう30何年もたったんですけれども，どうにも大学院というのが中途半端
だ。ピシッといっていないという違和感を持ち続けています。曰本の教育制
度の中で一番ピシッとしているのは，完結したというところまでいくのは小
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学校だけなんですね。小学校というのは確かに，新しいランドセルを背負っ
て，字が書けるか書けないかというところから出発をして，６年で何となく
あるところまで行ったという感覚をもって卒業しますね。ああいうちょうど
学問的成長過程と合った区切りになっていないんです。これは３．３．４．
２．３が全部合っていない。そこに問題がある。ですから，大学院自体も私
としてはとってもいかんという気がするのです。最初は，大学院制度は設置
基準が非常に固かったけれども，最近はだんだんと緩やかになってきた。国
士舘の大学院のあり方は，後継者養成中心である必要は必ずしもない。ただ，
どこかに後継者養成の余地を必ず残しておく必要はあると思うけれども，正
面はそうじゃない方がいい。そうではなくて，中間管理職のちょっと上の上
級管理職養成ですね。役所も入るけれども，役所だけじゃなくて，社会のリ
ーダー養成というものを大学院教育の中でやるべきだというふうになってき
たし，私もそう思うんですね。
そこで，さっきのような学部教育を前提にして考えてみると，しかも研究
者養成，自分の後継者養成というものを心の隅に，あるいは制度の隅には置
かなきゃいけないけれども，正面に置かなくてもいいんだということにする
と，いろいろなことが考えられてくるのではないか，こう思いますね。国士
舘の特色を出せる余地はまさにそこじゃないかという気がするんですよ。つ
まり，学部では特色を出そうとしても，多少の専門性を伴った教養教育です
から，なかなかそうはできないんですよ。けれども，大学院の中の高度職業
人教育という部分については，いろいろな特色が出せるのです。法体系が全
部ある必要なんて全くないんです。どこでもいいのです。そういう意味でい
うと，例えば法学部改革の中で出てきている企業経営法とか不動産法とか，
いろいろなものが考えられているようですが，それはどちらかというと大学
院の方で考えた方がいいんじゃないかと思うんですね。ここは施設が大変狭
陰で窮屈でありますけれども，大学院が10人とか20人じゃだめなんですよ。
考えてみると200人ぐらいがいいんです。採算にのせることさえ考えてやっ
ていいんだと思います。しかも，昔のように教室へ全部集める教育である必
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要はないんですよ。いろいろな通信手段を用いていいんですよ。その点につ
いては，文部省はまだ固いなと思うんですけれども。例えば，新たに大学院
を設置する場合には学生数がこれだけ，教員数はこれだけ，校地は何平米，
校舎は何平米とこういう言い方をするけれども，私はそれは古いと思います。
いずれ変わってくるだろうと思いますが，大学院の校舎なんて借りてもいい
んですよ。なぜ固定した校舎がいけないかというと，校地，校舎があると教
育が－ケ所に限定されてしまうんです。教育は－ケ所でやる必要なんかない
んですから。どこでもいいんですよ。いろいろな通信教育を併用しながら一
部を沖縄でやる，一部を札幌でやるということもできるわけでしょう。です
から，だんだんそういう方向に設置基準はやわらかくなっていくだろうと思
うんですね。そこまでいかないまでも，通信をあわせ持った大学院を例えば
２年。以前は２年でなきゃいけなかったのが，今は１年でもいいとか，３年
でもいいとか，こういうふうになってきているんですね。ですから，ビジネ
ススクール的な，現在職業を持っている人に短期で修士の学位を取らせるた
めには，３年では長過ぎてとってもだめ。１年なら何とかやろう。しかも，
通信が併用ならばそんな毎曰出てこなくていいということがある。さらに，
場合によっては土曜とか日曜とか，そういうことも考えていい時代になって
くるんじゃないか。小学校は週５曰制だけれども，大学は週７曰制になって
もいいんじゃないかというふうにさえ感じるんです。犯罪者を刑務所に入れ
ちゃうと失業するでしょう。失業すると再就職が難しい。そこで，外国には
月曜から金曜まで働いて，土曜，曰曜だけ刑務所に出かけていって，働いた
り教育を受けたりする週末拘禁という制度ができているんです。これになら
って，大学も週末講義をすればよい。土曜とかそういうのを活用する。そう
することによって，社会人がたやすく修士の学位を得られるんですよ。だん
だん修士学位というものが社会の中で重んじられる方向があるのですから，
そのことを考えるべきです。
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１７他研究科との垣根を越えたカリキュラム編成
そして，そういう中で法学教育をどうするかということを考えるとともに，
もう１つは他の研究科ともっと合作を考えるべきだと私は思っているんです。
例えば，経済犯罪とか企業経営についての法という分野をやる場合に法学研
究科だけでやるのか，それとも経営学研究科と一緒になってやるという方策
もあるわけです。その方が能率がいい場合もある。経営学研究科の方で法律
の先生を雇うよりも共同した方がいい。そういう方策があるだろう。それは
ほかの分野でもあるだろうと思うんですね。例えば，都市政策みたいなもの
を工学部の分野とやる。今，国士舘の工学部は都市政策に少し弱いようです
けれども，本当は建築があるのですからそういうのを補強しつつ，例えば不
動産に関するものとか都市政策とか，そういうことについては工学部と合体
してやるということもできるんじゃないか。そこに特色を打ち出す余地もあ
るし，特色を打ち出すことによって社会的貢献ができるということになるだ
ろう。やはり，社会的貢献の度合いが高くなればなるほど国士舘の評価も上
がってくるわけですから。それは，既存の学問体系がきちんと支配している
学部教育の場合にはなかなか難しいけれども，大学院の場合には各大学がこ
ぞって新しいことをやっていい，やるべきだ，そういう時期になったという
ことをぜひお考えいただいて，少し法学の垣根を取り払ってでもそういうも
のをつくっていくことを考えたらどうであろうか。そういう中で学部で収ま
らない高度な専門性というものを追求していく，それも大学院レベルだから
刑法も民法も商法も全部知っていなきゃいかんというんじゃなくていいんで
すよ。それはもう概論でいいんです。学部で概論で終わったものを，周辺の
学問とともに深くやるということが必要な時代になってきたのではないか。
そういう意味での高度社会人教育の養成機関としての大学院教育をぜひお考
えいただきたい。
ハードについては，財政が絡みますからなかなか大変ですけれども，私ど
もは私どもなりにハードの側面についても全力を尽くしたいと，こう考えて
2８
おります。とりあえず今曰のところはこれで終わらせていただきます。ご清
聴ありがとうございました。
（以下，質疑応答につき省略｡）
本講演は，比較法制研究所が定例開催している研究会（平成10年度第３回研究会，平
成10年12月８日，５号館３階会議室）に，長年早稲田大学で「刑法学」の研究教育に携
わって来られた西原春夫理事長を講師としてお招きし，「大学の現状，理念と法学教育
のあり方」について講演いただいたものに，西原先生に加筆・修正していただいたもの
です（編集委員)。
